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１　研究の背景と目的１　研究の背景と目的

　都市部におけるバス優先対策の１つとして、　都市部におけるバス優先対策の１つとして、中央線中央線

変移方式による中央走行バスレーン変移方式による中央走行バスレーン（以下、（以下、中央線変中央線変

移バスレーン）移バスレーン）が青梅街道の荻窪駅前に導入された。が青梅街道の荻窪駅前に導入された。

このシステムはピーク時間帯に中央線を交通量の少なこのシステムはピーク時間帯に中央線を交通量の少な

い車線側へ変移させ、い車線側へ変移させ、通常時の中央線をまたぐように通常時の中央線をまたぐように

１車線を増加させる。１車線を増加させる。その増加した車線をバスレーンその増加した車線をバスレーン

とするものである。とするものである。これにより、これにより、路上駐車車両、路上駐車車両、進入進入

車両の影響を受けずにバスが運行可能となる。車両の影響を受けずにバスが運行可能となる。

　本研究では、　本研究では、中央線変移バスレーン導入前後の交通中央線変移バスレーン導入前後の交通

状況を比較しその運用効果について検討する。状況を比較しその運用効果について検討する。

２　調査区間の概要２　調査区間の概要

　調査対象区間において、　調査対象区間において、中央線変移バスレーンの導中央線変移バスレーンの導

入前後の車線運用図を図－１および図－２に示す。入前後の車線運用図を図－１および図－２に示す。

を広くした。を広くした。また、また、77：：0000～～99：：0000の時間帯には中央線の時間帯には中央線

が下り方向へ半車線分変移し車道中央部に新たに１車が下り方向へ半車線分変移し車道中央部に新たに１車

線が増加する。線が増加する。その増加した上り第３車線が、その増加した上り第３車線が、バス専バス専

用レーンとなる方式である。用レーンとなる方式である。バスレーンが通常時の中バスレーンが通常時の中

央線をまたぐため、央線をまたぐため、一般車両は心理的に進入しづら一般車両は心理的に進入しづら

く、く、バスのスムーズな運行が期待される。バスのスムーズな運行が期待される。なお、なお、中央中央

線変移の際のバスレーンのマーキングには発光鋲線変移の際のバスレーンのマーキングには発光鋲（路（路

面に埋めこまれたライト）面に埋めこまれたライト）が用いられている。が用いられている。

３　調査の概要３　調査の概要

　　((１１))　調査日時　調査日時

　　・・運用開始　運用開始　：：平成平成1212年年３月３月１１日日（（水）水）

　　・・事前　　　事前　　　：：平成平成1111年年８月８月６６日日（（金金))

　　・・事後直後　事後直後　：：平成平成1212年３年３月月1010日日（金）（金）

　　・・事後半年後事後半年後：：平成平成1212年年８月８月４４日日（金）（金）

　　((２２))　調査時間　調査時間

　　77：：0000～～  99：：0000（バスレーン規制中）（バスレーン規制中）

　　99：：3030～～1111：：3030（バスレーン規制外）（バスレーン規制外）

　　((３３))　調査区間　調査区間

　　青梅街道青梅街道：：荻窪駅前交差点荻窪駅前交差点～～四面道四面道交差交差点点（（ 620 620ｍ）ｍ）

４　調査結果４　調査結果

　　((１１))　交通量　交通量

　調査区間の中間点である若杉小南交差点における上　調査区間の中間点である若杉小南交差点における上

り車線の交通量を図－３および図－４に示す。り車線の交通量を図－３および図－４に示す。

　事前は、　事前は、片側３車線で片側３車線で77：：0000～～99：：0000の時間帯に上の時間帯に上

り第３車線がバス専用レーンとなる中央走行バスレーり第３車線がバス専用レーンとなる中央走行バスレー

ン方式であった。ン方式であった。しかし、しかし、一般車両の進入が多くその一般車両の進入が多くその

機能は十分に発揮されていなかった。機能は十分に発揮されていなかった。

　事後は、　事後は、通常は片側２車線で、通常は片側２車線で、１車線当たりの幅員１車線当たりの幅員

図－２　事後の車線運用図図－２　事後の車線運用図

図－１　事前の車線運用図図－１　事前の車線運用図

図－３　交通量図－３　交通量（バスレーン規制中）（バスレーン規制中）

図－４　交通量図－４　交通量（バスレーン規制外）（バスレーン規制外）
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　バスレーン規制中、　バスレーン規制中、規制外ともに、規制外ともに、事前事後の全交事前事後の全交

通量はほとんど変化がないのに対し、通量はほとんど変化がないのに対し、第１車線の交通第１車線の交通

量は事前に比べ事後には大幅に増加した。量は事前に比べ事後には大幅に増加した。これは、これは、事事

後において第１車線の幅員を広くし、後において第１車線の幅員を広くし、駐車車両が存在駐車車両が存在

しても走行可能なスペースを確保したことによる交通しても走行可能なスペースを確保したことによる交通

量の増加と考えられる。量の増加と考えられる。バスレーン規制中のバスの交バスレーン規制中のバスの交

通量は事前事後ともに約通量は事前事後ともに約180180台と多く、台と多く、１分に１台以１分に１台以

上の間隔で運行している。上の間隔で運行している。また、また、事前はバスレーンを事前はバスレーンを

走行する違反一般車両が約走行する違反一般車両が約1,0001,000台存在していたが、台存在していたが、

事後直後、事後直後、半年後ともにバスのみの利用となった。半年後ともにバスのみの利用となった。

　以上のことから、　以上のことから、一般車両およびバスは、一般車両およびバスは、事後にお事後にお

いてスムーズに運行していることが分かる。いてスムーズに運行していることが分かる。

　　((２２))　旅行時間　旅行時間

　バスと一般車両の平均旅行時間比較を図－５および　バスと一般車両の平均旅行時間比較を図－５および

図－６に示す。図－６に示す。

　バスレーン規制中の上りバスの旅行時間をみると、　バスレーン規制中の上りバスの旅行時間をみると、

事前に比べ事後は約事前に比べ事後は約3030％も減少した。％も減少した。事後直後と半年事後直後と半年

後においては、後においては、旅行時間は減少したままの状態を保ち旅行時間は減少したままの状態を保ち

続けている。続けている。また、また、一般車両においても、一般車両においても、事後は若干事後は若干

減少している。減少している。一方、一方、下り車線においては約下り車線においては約4040秒の増秒の増

加がみられたが、加がみられたが、交通量も少なく容量不足による速度交通量も少なく容量不足による速度

低下は発生していない。低下は発生していない。また、また、バスレーン規制外の一バスレーン規制外の一

般車の旅行時間も上り下りともに減少している。般車の旅行時間も上り下りともに減少している。以上以上

のことから、のことから、中央線変移バスレーン導入によりバスお中央線変移バスレーン導入によりバスお

よび一般車のスムーズな走行が可能となった。よび一般車のスムーズな走行が可能となった。

　　((３３))　駐車車両　駐車車両

　調査区間の中間点である若杉小南交差点の前後区間　調査区間の中間点である若杉小南交差点の前後区間

（上り）（上り）の駐車状況比較を表－１および表－２に示す。の駐車状況比較を表－１および表－２に示す。

図－５　旅行時間図－５　旅行時間（バスレーン規制中）（バスレーン規制中）

図－６　旅行時間図－６　旅行時間（バスレーン規制外）（バスレーン規制外）

表－１　駐車状況比較表－１　駐車状況比較（バスレーン規制中）（バスレーン規制中）

表－２　駐車状況比較表－２　駐車状況比較（バスレーン規制外）（バスレーン規制外）

図－７　飽和交通流率の事前事後比較図－７　飽和交通流率の事前事後比較

　バスレーン規制中、　バスレーン規制中、規制外ともに、規制外ともに、事前と事後直後事前と事後直後

では駐車台数にはあまり変化はないが、では駐車台数にはあまり変化はないが、延べ駐車時延べ駐車時

間、間、平均駐車時間は大幅に減少した。平均駐車時間は大幅に減少した。しかし、しかし、事後半事後半

年後ではバスレーン規制中において延べ駐車時間、年後ではバスレーン規制中において延べ駐車時間、平平

均駐車時間が増加し、均駐車時間が増加し、バスレーン規制外においては、バスレーン規制外においては、

駐車台数が増加した。駐車台数が増加した。つまり、つまり、駐車状況は事後直後、駐車状況は事後直後、交交

通整理を行ったこともあって、通整理を行ったこともあって、一時的に少し良くなっ一時的に少し良くなっ

たが、たが、時間の経過に伴い再び悪化した。時間の経過に伴い再び悪化した。

　　((４４))　交通容量　交通容量

　飽和交通流率の事前事後比較を図－７に、　飽和交通流率の事前事後比較を図－７に、車線幅員車線幅員

と飽和交通流率の関係を図－８に示す。と飽和交通流率の関係を図－８に示す。
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　飽和交通流率は事前と事後で変化はほとんどない。　飽和交通流率は事前と事後で変化はほとんどない。

また、また、発光鋲の影響による容量低下もないことが分か発光鋲の影響による容量低下もないことが分か

る。る。流率は全体的に、流率は全体的に、1,4001,400～～1,6001,600台／青１時間で安台／青１時間で安

定している。定している。また、また、事前事後ともに交通量が容量を上事前事後ともに交通量が容量を上

回ることはなかった。回ることはなかった。

　比較的車線幅員が狭い場合でも、　比較的車線幅員が狭い場合でも、ある程度の流率をある程度の流率を

保つことが可能であり、保つことが可能であり、逆に車線幅員が広すぎると流逆に車線幅員が広すぎると流

率は下がってしまうことが示される。率は下がってしまうことが示される。これは、これは、路側の路側の

広い車線では駐車車両が存在するためである。広い車線では駐車車両が存在するためである。

　（５）　（５）車線走行位置車線走行位置

　区間中央部における各車線内車両走行位置を図－９　区間中央部における各車線内車両走行位置を図－９

に示す。に示す。

　バスレーン規制中をみると、　バスレーン規制中をみると、事前では第１車線はほ事前では第１車線はほ

とんど利用されておらず、とんど利用されておらず、第１車線と第２車線をまた第１車線と第２車線をまた

いで走行している車両が若干存在するのみである。いで走行している車両が若干存在するのみである。事事

後直後では、後直後では、上りの第１車線が利用されるようにな上りの第１車線が利用されるようにな

り、り、全車線ともに車線の中央を走行していることが分全車線ともに車線の中央を走行していることが分

かる。かる。下りについても車線の中央を走行する車両が増下りについても車線の中央を走行する車両が増

加した。加した。しかし、しかし、事後半年後では事後半年後では,,事後直後に比べ上事後直後に比べ上

り下りともに、り下りともに、第１車線の走行位置が中央線寄りに第１車線の走行位置が中央線寄りに

なっている。なっている。これは、これは、駐車車両を避けるための行動で駐車車両を避けるための行動で

ある。ある。以上のことから、以上のことから、事前に比べ事後は車線を有効事前に比べ事後は車線を有効

に利用しているが、に利用しているが、時間の経過に伴い、時間の経過に伴い、駐車車両の増駐車車両の増

加のため、加のため、事前の状態に戻りつつあることが分かる。事前の状態に戻りつつあることが分かる。

５　運用効果５　運用効果

　以上の結果を整理し、　以上の結果を整理し、運用効果について検討する。運用効果について検討する。

　（１）　（１）バス運行状況バス運行状況

　バス運行への効果をみるためにバスレーン規制中の　バス運行への効果をみるためにバスレーン規制中の

バスレーンの交通状況を表－３に示す。バスレーンの交通状況を表－３に示す。なお、なお、違反率違反率

とは、とは、バスレーンを走行している一般車両の割合であバスレーンを走行している一般車両の割合であ

る。る。

図－９　車線内走行位置図－９　車線内走行位置

表－３　バスレーンの交通状況表－３　バスレーンの交通状況（バスレーン規制中）（バスレーン規制中）

　中央線変移バスレーン導入後、　中央線変移バスレーン導入後、バスレーンの走行違バスレーンの走行違

反率が０％となり、反率が０％となり、一般車両がほぼ完全に排除された。一般車両がほぼ完全に排除された。

また、また、バスの旅行時間は短縮し、バスの旅行時間は短縮し、旅行速度も上昇した旅行速度も上昇した

ことが表れている。ことが表れている。さらに、さらに、事後直後と事後半年後で事後直後と事後半年後で

はバスレーン内の交通状況に変化がないことから、はバスレーン内の交通状況に変化がないことから、ババ

スの運行効果は事後半年後も持続されたことが分かる。スの運行効果は事後半年後も持続されたことが分かる。

　（２）　（２）総旅行時間からみた運用効果総旅行時間からみた運用効果

　中央線変移バスレーン設置によって、　中央線変移バスレーン設置によって、バス運行へのバス運行への

効果はみられたが、効果はみられたが、図－５によれば、図－５によれば、バスレーン規制バスレーン規制

中の下り車線の旅行時間は設置後増加するというマイ中の下り車線の旅行時間は設置後増加するというマイ

ナスの効果もみられた。ナスの効果もみられた。そのため、そのため、プラスとマイナスプラスとマイナス

の効果を相殺した全体の運用効果をみる必要がある。の効果を相殺した全体の運用効果をみる必要がある。

そこで、そこで、平均旅行時間に、平均旅行時間に、一般車両およびバスの平均一般車両およびバスの平均

乗車人員と、乗車人員と、上下方向別の交通量を乗じて総旅行時間上下方向別の交通量を乗じて総旅行時間

を算出した。を算出した。尚、尚、平均乗車人員は、平均乗車人員は、平成４年度のパー平成４年度のパー

ソントリップ調査より一般車両ソントリップ調査より一般車両1.41.4人／台、人／台、事後の降事後の降

車調査よりバス車調査よりバス38.338.3人／台とした。人／台とした。

　バスレーン規制中における総旅行時間の比較を図－　バスレーン規制中における総旅行時間の比較を図－

1010に示す。に示す。

図－８　車線幅員と飽和交通流率の関係図－８　車線幅員と飽和交通流率の関係
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　総旅行時間を比較すると、　総旅行時間を比較すると、事前と事後直後では約事前と事後直後では約1010

％の減少がみられた。％の減少がみられた。また、また、事後半年後においても事事後半年後においても事

前に比べ約７％の減少がみられた。前に比べ約７％の減少がみられた。これより、これより、下り車下り車

線の旅行時間は増加したが、線の旅行時間は増加したが、全体として中央線変移バ全体として中央線変移バ

スレーンの運用効果はあったといえる。スレーンの運用効果はあったといえる。しかし、しかし、事後事後

直後から事後半年後にかけて、直後から事後半年後にかけて、増加もみられた。増加もみられた。これこれ

は、は、上り車線の交通量の増加に起因するものであり、上り車線の交通量の増加に起因するものであり、

また、また、下り一般車両の旅行時間は、下り一般車両の旅行時間は、減少していること減少していること

から、から、ほとんど変化はないと考えられる。ほとんど変化はないと考えられる。

　（３）　（３）運用による便益運用による便益

　便益とは、　便益とは、定量的な効果を貨幣換算したものであ定量的な効果を貨幣換算したものであ

り、り、利用者便益とは道路利用者が直接的に受ける便益利用者便益とは道路利用者が直接的に受ける便益

で、で、旅行時間短縮便益、旅行時間短縮便益、走行費用減少便益等がある。走行費用減少便益等がある。上上

述述（１）（１）およびおよび（２）（２）より運用効果があることが明らより運用効果があることが明ら

かになった旅行速度、かになった旅行速度、総旅行時間結果を基に、総旅行時間結果を基に、走行費走行費

用減少便益および旅行時間短縮便益を算出した。用減少便益および旅行時間短縮便益を算出した。便益便益

は、は、中央線変移バスレーン設置前における総コストか中央線変移バスレーン設置前における総コストか

ら設置後における総コストを減じた値として算出しら設置後における総コストを減じた値として算出し

た。た。なお、なお、事後のデータは、事後のデータは、事後直後と事後半年後の事後直後と事後半年後の

平均値を用いることとした。平均値を用いることとした。

①　走行費用減少便益①　走行費用減少便益

　走行費用は、　走行費用は、車種別、車種別、方向別の旅行速度に応じた走方向別の旅行速度に応じた走

行費用原単位に走行台キロを乗じ、行費用原単位に走行台キロを乗じ、各々のコストを加各々のコストを加

え合わせた値である。え合わせた値である。走行費用原単位に関しては、走行費用原単位に関しては、既既

存の原単位を参考に直線補完により算出した値を用い存の原単位を参考に直線補完により算出した値を用い

ることとした。ることとした。１）１）

②　旅行時間短縮便益②　旅行時間短縮便益

　旅行時間総コストは、　旅行時間総コストは、総旅行時間に時間単価を乗じ総旅行時間に時間単価を乗じ

た値である。た値である。従って、従って、旅行時間短縮便益は、旅行時間短縮便益は、（２）（２）よりより

明らかになった総旅行時間の減少値に時間単価を乗じ明らかになった総旅行時間の減少値に時間単価を乗じ

　走行費用減少便益は、　走行費用減少便益は、下り車線の速度低下により、下り車線の速度低下により、--

1,8741,874円／２時間となり負の便益が生じた。円／２時間となり負の便益が生じた。旅行時間旅行時間

短縮便益は、短縮便益は、73,82473,824円／２時間であった。円／２時間であった。旅行時間短旅行時間短

縮便益と走行費用減少便益をあわせたものを利用者便縮便益と走行費用減少便益をあわせたものを利用者便

益とし計算すると、益とし計算すると、71,95071,950円／２時間もの便益が発生円／２時間もの便益が発生

する。する。この利用者便益を１年間の平日数であるこの利用者便益を１年間の平日数である243243日日

で乗じると約で乗じると約1,7001,700万円／２時間の便益が得られる。万円／２時間の便益が得られる。

　以上より、　以上より、中央線変移バスレーン設置により、中央線変移バスレーン設置により、年間年間

約約1,7001,700万円の利用者便益が、万円の利用者便益が、平日ピーク時間帯平日ピーク時間帯（バ（バ

スレーン規制中）スレーン規制中）のみで得られることが分かる。のみで得られることが分かる。

６　結論と今後の課題６　結論と今後の課題

　中央線変移バスレーンの設置により以下の効果がみ　中央線変移バスレーンの設置により以下の効果がみ

られた。られた。

１）１）バスレーン走行違反車両がなくなり、バスレーン走行違反車両がなくなり、第１車線の第１車線の

        利用率が上がった。利用率が上がった。

２）２）旅行時間が減少した。旅行時間が減少した。

３）３）駐車状況が良好となった。駐車状況が良好となった。

４）４）年間バスレーン運用中のみで約年間バスレーン運用中のみで約1,7001,700万円の便益万円の便益

　　    が得られることが分かった。が得られることが分かった。

　今後、　今後、このバスレーンの機能を維持するためには、このバスレーンの機能を維持するためには、

駐車車両対策を行ったうえで、駐車車両対策を行ったうえで、バスの利用状況調査、バスの利用状況調査、

バスレーン区間前後における交通状況調査などを行バスレーン区間前後における交通状況調査などを行

い、い、より詳細な運用効果を検討する必要がある。より詳細な運用効果を検討する必要がある。
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表－４　走行費用減少便益表－４　走行費用減少便益
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図－図－1010　総旅行時間の比較　総旅行時間の比較

た値となる。た値となる。時間単価に関しては、時間単価に関しては、事業所５人以上の事業所５人以上の

平均月間給与総額から同月総労働時間を除した値であ平均月間給与総額から同月総労働時間を除した値であ

るる2,3072,307円／人を用いることとした。円／人を用いることとした。２）２）

　走行費用減少便益を表－４に、　走行費用減少便益を表－４に、旅行時間短縮便益を旅行時間短縮便益を

表－５に示す。表－５に示す。
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